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令和７年６月１８日 

山形県土地改良事業団体連合会 

会長理事  佐 貝 全 健 

第 32 回やまがた農村フォトコンテスト「入賞作品」 



 

 平素から、山形県の農業農村整備事業の推進につきまして、格別の  

ご配慮を賜り厚くお礼申し上げます。 

 

水土里ネット（正式名称「土地改良区」）には、食料の安定供給や農業・

農村の多面的機能を発揮させるため、先人達のたゆまぬ努力により維持・

保全されてきた農地・農業用水等の地域資源を健全な状態で次世代に 

継承していく責務があります。 

 

現在、国際社会は、地球規模の異常気象、ロシアのウクライナ侵略、

世界的な物価高騰など、様々な問題に直面しています。また、我が国の

農業・農村も、農業者の高齢化や減少により、営農の継続やそれを支え

る農地や農業用水の管理が困難になるほか、営農資材等の価格高騰は、

農業者にとって死活問題となっています。 

 

こうした中で、国内外の様々な問題に対応していくため、昨年６月に

食料・農業・農村基本法が改正され、これを受けて、令和 7年に土地改

良関係者の意見が反映された土地改良法の改正が行われており、そして、

新たな食料・農業・農村基本計画が閣議決定され、農業の構造改革を  

５年間で集中的に実施することになっています。また、令和５年の改正

国土強靭化基本法に基づき、先日、第１次国土強靭化実施中期計画が  

閣議決定され、国土強靭化をより一層押し進めることとしています。 

 

土地改良に関しては、これまでもその時々の状況に応じた制度の見直

し等が行われ、農地の大区画化や汎用化等の基盤整備、農業水利施設の

維持・更新、ため池の豪雨・耐震化等の農村地域の防災・減災対策を   

はじめとする国土強靭化などを進めてきたところですが、さらなる食料

安全保障の強化や国土強靭化をより一層推進していく必要があります。 

 

 また、県内では、昨年 7月の記録的な大雨により、農地・農業用施設

の被害総額が１７６億円を超え、本県で発生した自然災害では過去最悪

となっており、農業者の営農継続に向けた不撓不屈の思いに寄り添いな

がら、関係機関と連携し早期復旧に全力を尽くしているところです。 

 

 つきましては、山形県の農業・農村が持つ潜在能力を最大限に発揮 

するため、次の事項の実現について強く要請いたします。 
 



 

記 

 

 

１ 食料・農業・農村基本計画に基づき、初動 5年間で農業の

構造転換を集中的に押し進めるとともに、国土強靭化実施 

中期計画の取組を着実に進めていくため、農業・農村を支え、

守り、我が国の食料安全保障に欠かせない農業農村整備事業

をスピード感を持って推進できるよう、当初及び補正予算と 

あらゆる機会において、別枠を含めた必要な予算をしっかり

と確保すること 

 

２ 食料安全保障の強化のため、地域計画に基づく担い手への

農地の集積・集約化、高収益作物やスマート農業の導入、  

ほ場周りの管理の省力化を促す大区画化等の農地整備と 

情報通信環境の整備を推進すること 

 

３ ＩＣＴ等の先端技術を活用して、土地改良施設の管理の 

省力化・高度化を図る取組の推進、公共性・公益性を有する

土地改良施設の維持管理や土地改良区の運営基盤強化に 

対する支援を充実させること 

 

４ 農村地域の国土強靭化のため、基幹から末端までの老朽化

した農業水利施設の更新・長寿命化や豪雨・地震対策をより

一層、計画的かつ重点的に推進すること 

 

５ 被災した農業者が営農意欲を維持し、安全安心に農業を 

営むことができるよう、農地や農業用施設、特に揚水機場な

ど基幹水利施設の早期復旧に向けたきめ細やかな支援と 

再度災害防止に向けた弾力的な運用を図ること 

 

６ 農地・農業用水の維持等を図る上で重要な役割を果たして

いる多面的機能支払交付金制度及び中山間地域等直接支払

制度については、土地改良区等の多様な組織の参画の促進 

など地域政策を強化すること 
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